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 研究要旨  

医師の遠隔介入による訪問看護の質的向上（迅速性、適切性など）を実証する臨床研

究を計画している。研究モデル作りのため、遠隔指導の有効性、臨床評価指標、質管

理手法、現場意識（ニーズ）の調査を、先進地域（医大、中核病院等）や遠隔医療従

事者研修参加者を対象に行った。2011年度に収集した在宅患者向け遠隔診療データも

精査した。その結果、臨床研究やガイドライン作り、質保証や医療安全、診療記録管

理の取り組みは検討途上だった。同診療科間連携が主流で、他科専門医と地域のプラ

イマリケア医の遠隔指導の研究事例を見いだせなかった。医師・多職種間の遠隔医療

による支援や専門医からの地域への支援のニーズが高かった。しかし実施可能な対象

行為、請求できる報酬などの詳細情報不足でリスクを犯せないことが多く、立ち上げ

の支援不足などの実態も明らかになった。先行研究解析では薬の用量変更実績や、対

面診療と同等の有害事象発生率等の結果が得られていた。診療報酬としては電話等再

診さえ活用が十分ではなく、新規追加は難しい。電話等再診を対象とした有効な対象、

安全な実施の手法を示す具体的な遠隔診療指針の必要性が明らかになった。多施設研

究にて、指針開発や支援に関する具体的情報を収集する。 

    

 

 Ａ．研究目的        

１．背景 

遠隔診療の有効性・安全性の定量的評

価に関する厚生労働科学研究の初年度の

経過を報告する。従来、医師が行う遠隔診

療の臨床研究結果は非劣性のみで、政策

提言として力不足だった。在宅医療は多職

種の連携であり、中でも訪問看護師の役割

は大きく、医師の包括的指示のもとで様々

な医療を提供している。つまり直接の診療に

限定せず、医師からの管理・指導による訪

問看護の質的向上も対象に含めれば、「遠

隔診療の優位性」の実証が可能と考えられ

る（図１参照）。 

２．研究概況  

在宅医療での遠隔医療の活用は、医師

不足の緩和策として期待され、規制緩和
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の課題でも注目され、各地でトライアル

も行われているが、中々発展していない。

本研究は厚生労働科学研究として在宅医

療に適用できる遠隔診療の有効性安全性

の検証を通じて、具体的な普及方策を開

発する。二年間の研究の一年目として、

先行研究調査を通じて遠隔診療の現状の

総括を行い、次年度の多施設研究の計画

案を報告する。 

３．目的 

遠隔からの医師の介入により、看護師単

独より訪問看護の質的向上（迅速性や適切

性）を、多施設共同試験で実証する。初年

度は、試験計画をデザインする。なお対象

はテレビ電話診療とする。 

３．意義と期待成果 

医学的指導についての遠隔医療の有用

性に関する臨床研究は不十分である。本

研究の成果は地域医療供給策に関する重

要なエビデンス（新モデル）となる。在

宅患者向けのテレビ電話診療について、

規制改革会議等で長く議論されており、

その扱いを確定したい。 

４．研究経過 

本報告書資料編、活動記録に示す。 

 

Ｂ．研究方法 

今年度は臨床研究デザインのための情報

収集を行った。遠隔医療のニーズを絞り込

み、そのニーズを満たす遠隔医療手法を選

択し、実証すべき有効性尺度を定めて、研

究プロトコルを検討することが今年度の目

標である。そのために下記調査を行った。 

① ニーズ（意識）調査 

準定形調査のため、ニーズ形態の８モデル

（表１ 遠隔医療形態モデル）や地域調査

項目を準備した。各項目の詳細は、本報告

書内の「遠隔医療提供体制に関する機能・

形態評価案の検討」に示す。 

 厚労省遠隔医療従事者研修（平成27年1

1月東京、大阪にて開催）１の参加者の

質問票、修了認定レポートからニーズ

を抽出した。詳しくは本報告書内の「遠

隔診療のニーズに関する研究－遠隔医

療従事者研修参加者意識の調査－」に

示す。 

 各地域を訪問して、ニーズや地域状況

を調査した。訪問地域は下記である。 

ヒヤリング先は、県行政、遠隔医療に

関心ある施設などである。 

 札幌市（北海道） 

 盛岡市（岩手県） 

 由利本荘市（秋田県） 

 水戸市（茨城県） 

 伊勢崎市（群馬県） 

 奈良市（奈良県） 

 和歌山市（和歌山県） 

 高松市（香川県） 

 新見市（岡山県） 

 大野城市（福岡県） 

 徳之島（鹿児島県） 

 佐賀県の状況も、訪問ではないが

ヒヤリングした。 

この調査について、本報告書内「地域

の遠隔医療のニーズと医療状況の訪問

調査」、「遠隔医療に関する地域行政

の状況、訪問調査」に詳しく示す。 

・患者意識調査 

研究者のアンケート等ではバイアス

が掛かる恐れがあり、患者意識として

生の声を調査した。遠隔医療の推進に

働く患者・市民の集会および皮膚科遠
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隔医療の実施地域でヒヤリングした。

詳細は本報告書内の「患者意識調査」

に示す。 

② 先行研究調査 

 取り組み事例、形態、臨床評価、管理

手法などを文献および先行施設訪問調

査した。先行データ精査も実施した。 

準定形調査のため、ニーズ形態の８モ

デルや施設調査項目など、本報告書内

の「遠隔医療提供体制に関する機能・

形態評価案の検討」に示すスキームを

用いた。 

 文献調査として、日本遠隔医療学会な

どへの投稿論文を医学中央雑誌から検

索して、先述の８モデルに分類して調

査した。 

 先行施設として旭川医科大学、岩手医

科大学、名寄市立総合病院など医師供

給に危機を抱える地域を訪問した。詳

しくは本報告書内の「遠隔医療先行施

設の現状調査」に示す。 

 定量的な評価として、本研究班の先行

研究データ（2011年度研究の遠隔診療

多施設前向き研究）２，３，４を精査して、

臨床研究の可能性や調査用紙設計の情

報を得た。詳しくは本報告書内の「先

行研究データの再解析の研究」に示す。 

③ これら調査結果と先行研究の厚生労働

科学研究報告書２より、次年度の多施設

臨床研究のプロトコル案を作った。詳し

くは本報告書内の「在宅医療向け遠隔診

療を評価するための研究プロトコルの

構想」に示す。 

④ 本研究の範囲はここまでだが、今後の更

なる遠隔医療研究の課題も、各調査から

見えてくるので、机上検討した。 

 

（倫理面への配慮）   

患者への介入や本研究での個人情報収集は

無い。先行研究データ内に個人情報等があ

れば、保護する。 

    

 Ｃ．研究結果          

１．ニーズ意識調査（遠隔医療従事者研修） 

遠隔医療を具体的に実施できるか（対象

行為＝処方できるか、特定行為が遠隔で法

的に許されるか、診療報酬は何を請求でき

るか、どのような施設・状況で請求できる

か）などの議論が多く、具体的課題への意

識が高かった。形態として看護師が患者側

で介在する遠隔診療への期待が高かった。

また医師不足地域での遠方の専門医からの

診療ニーズも高かった。その一方で請求可

能な診療報酬や実施可能な診療行為の情報

不足、地域での立ち上げの支援不足により、

リスクが高く取り組みにくい実態が明らか

になった。 

本研修には企業からの参加者も多く、事

業としての在宅患者向け遠隔診療への質問

が多かった。2015年8月10日の厚労省事務連

絡５に喚起された遠隔診療サービスに関わ

る質疑が少なくなかった。 

２．訪問調査（各地施設、行政） 

下記各項目について調査して、種々の意見

を聞き取った。 

1)  対象・課題 

 在宅医療の拡大（地域、都市部医療者） 

 専門医療による在宅医療支援（地域） 

 地域の専門医不足（行政） 

 特定疾患の在宅医療の地域展開（専門

医） 

 地域医療ICT,地域包括ケアの推進（行
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政） 

2)  現状 

 取り組みたいが、何ができるか不明（地

域、都市部医療者） 

 診療報酬を請求できるか不明（同上） 

 何から取り組めば良いか不明（地域医

療者、行政） 

 政策目標設定が困難（行政） 

 従来取り組んでいた医師が継続できな

くなった（地域） 

 実証事業の立ち上げ 

3)  期待する事柄 

 ガイドライン（ドキュメント） 

 遠隔医療の立ち上げ支援・指導 

 診療報酬請求の裏付け（オーソライゼ

ーション） 

 エビデンス（モデル）の拡充 

 地域医療介護総合確保基金の事業立ち

上げ支援 

遠隔医療従事者研修事業と地域訪問調査の

結果として、表２の通りの遠隔診療ニーズ

が得られた。 

３．患者意識調査 

遠隔医療に関する情報は患者に広まって

いない。患者側に関心あり、適切な情報を

提供すれば高い関心を持ち、理解も良い。

また受診への期待もある。患者や一般市民

への情報源が不足している。患者とのディ

スカッションから、図２のような遠隔医療

への期待イメージも得られている。 

４．先進施設調査 

1)  対象疾患や診療内容 

 診療目的と到達目標、患者の適不適や

忌避条件が疾患別に整理されていない。 

 医局内の経験の差や同科内での専門領

域の差による支援が主（同科連携） 

 脳卒中後遺症患者について専門医～現

地一般医～患者の遠隔事例がある。 

2)  形態 

 DtoNtoP形態：市中専門医～地域看護師

による事例は見いだせず。 

 DtoDtoP形態 

同一診療科間（同一医局内）の連携が

主で、指導医的活動 

 テレラジオロジー、テレパソロジ

ー、救急を除き、他診療科との連

携は少ない。 

 救急の事例は注目を集めつつある。 

 地域の一般・総合医～市中専門医

の支援形態は脳卒中以外の事例無。 

3)  効果の実証 

 有効性や安全性の臨床尺度や経済性尺

度は固まっていない。 

 臨床効果実証より、医師不足に対応で

きた事例数が実証尺度となっている。 

 診療対象や患者条件の類型化や臨床効

果実証は進んでいない。 

4)  施設条件 

 依頼側、提供側の設備、体制、資格な

どの要件は確定していない。 

 同一診療科（医局）の指導医・派遣医

で実施することが主 

 事務体制も未確立、地域医療介護総合

確保基金による事業事例について、事

務方の連携が行われている。 

5)  診療記録 

 両施設間の連携的管理は進んでいない。

同院内でのカルテへの統合も不十分 

 支援側、依頼側の双方に記録が残り、

連携的管理を行う意識が進んでいない。 

6)  監査と医療の質の管理 

 医局単位の質管理 
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 外部監査や組織的取り組みではない。 

 適切な施設が、適切な対象（患者）に、

質を担保しているか、示せない。 

7)  責任分担 

8)  両施設の合意書や契約の形態が途上。 

 相互に不備を責め合う心配あり。不備

とインシデントを見分けられるか不明 

9)  安全管理（医療事故防止） 

 インシデントレポート等の管理が無い。 

 医局内の取り組みで、組織的医療安全

体制確立まで意識は進んでいない。 

 何がインシデント・アクシデントか、

分析が行われていない。 

10) 社会的財源確保 

 救急で地域医療介護総合確保基金等の

財源確保の事例あり。 

 大学でも遠隔医療への診療報酬化は進

んでいない。 

 医事課の診療報酬制度の検討不足 

11) システム・機器条件 

 同医局内での共通意識に依存 

 機器検討は皮膚科では進んでいる。 

12) 連携の調整 

 地域を仕切る医大の医局的管理 

 支援を受けたい施設と支援できる施設

の調整は進んでいない。 

 テレラジオロジーやテレパソロジーで

も、従来の派遣等の関係性で連携して

いる。ニーズに応じた新規連携は、商

用テレラジオロジーだけ、 

 地域の医療行政や地域連携協議会等で

の調整は立ち上がっていない。 

13) まとめ 

 ガイドライン化などは進んでいない。 

 医局内ノウハウ蓄積の途上 

 ニーズがあると言われる形態でも、立

ち上げ途上 

 医局内の研究で探索途上にあり、現状

では質を管理できるが、普及期にはガ

イドライン化は必要となる。 

５．文献調査 

1)  2011年（先行研究年次）以降、新たな

大規模な在宅患者向け遠隔診療の実施

地域は見出されていない。在宅医療向

けのエビデンス収集の盛んな研究組織

は本研究班だった。 

2)  モニタリングの投稿が増加。診療報酬

のある心臓ペースメーカー等が盛ん。 

3)  新規エビデンスの収集は、本研究しか

進めていない。 

６．在宅医療の診療報酬調査 

1)  TV電話での観察・指導は診察そのもの

であるが、電話等再診として評価され

ている。その活用経験（件数）が少な

く、有用性や限界が見極められてない。

適切な対象選択や効果の研究や運用手

法の確立が望まれる。（ニーズ意識調

査より） 

2)  既存の在宅医療の診療報酬と遠隔医療

が比較対照されたことも無い。 

3)  指導管理で加算追加できそうな対象の

探索とエビデンス収集は進んでいない。 

4)  訪問回数の減少（遠隔化）が言われて

いたが、重症度による訪問回数の増減

など報酬本体の検討でカバーされてい

る。遠隔医療の出る幕では無い。そも

そも変動の少ない在宅患者の訪問回数

減は代替策が多すぎる 

5)  連携指導やカンファレンス等、遠隔医

療や医療ICTに適した報酬がある。しか

し遠隔診療以外で請求が進んでいる筈

であり、請求可能回数が診療回数をカ
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バーできない。 

6)  在宅医療の診療報酬で新規追加などの

可能性は低い。電話等再診と処方せん

発行のセットの利用実績が少なく、現

実的問題点が見いだされていない。 

 

７．エビデンス収集の見通し 

1)  2011年度の先行研究データは遠隔と対

面で実診療時間を比較して、優位性を

検証したが、診療報酬等に結びつかな

かった。 

2)  本データについて、薬の用量変更指示

の実態を抽出して、有害事象評価を行

い、遠隔群と対面群で差が無いことを

確認した。遠隔での処方箋発行の有効

性（医師がその場にいなくても、薬の

扱い範囲拡大）が示唆される。これを

次年度研究の主ターゲットにできる。 

８．考察 

1)  調査結果のまとめ 

① ニーズ・意識調査 

具体的な実施・請求への関心が高い。 

② 対象 

在宅医療の拡大、専門医療による地域支

援、地域の専門医不足の緩和。 

③ 関心の高い形態 

DtoPとDtoNtoP 

④  障害 

実施できる内容、請求項目が不明で取り

組みにくい。 

⑤ 継続的実施されている多施設事例 

 実施事例１：DtoNtoP（在宅医～訪問看

護師～患者）、ケアの管理 

 実施事例２：DtoDtoP（専門医～医局内

医師）、指導 

⑥ 請求可能もしくは追加の可能性のある

診療報酬 

 電話等再診での、処方せん発行が可能に

なった。ただし電話等再診の適用範囲の

理解不足や実績不足。在宅医療への新規

追加に足るエビデンスは揃っていない。 

 指導・管理のエビデンスも揃っていない。 

⑦ 課題 

 ガイドライン作成と公開や立ち上げ支

援のニーズが高い。 

 医療者だけで無く、患者や行政も情報

不足にある。 

2)  考察 

 テレビ電話診療の診療報酬拡大にはエ

ビデンス不足、新規加算追加や既存報

酬への請求拡大は難しい。在宅医療で

の追加余地も少ない。 

 請求可能な電話等再診は実績が少なく、

実証を深め十分な活用が望まれる。 

 多施設臨床研究可能な遠隔診療は「訪

問診療とのセットによるDtoNtoPモデ

ル」 

① 訪問看護の指導・支援強化が可能（訪

問診療並みとなる）、電話等再診・処

方せん発行のセット活用可能と考えら

れる。 

② 先行研究があり、在宅医療実施施設で

のニーズも高い。 

 下記を明らかにするニーズが高い。 

 適用対象事例の蓄積 

 安全性と有効性の研究 

 新規参入施設への支援手法 

 診療報酬の請求の指針 

3)  臨床研究のアイデア 

① 遠隔と対面で用量変更して、その効果

を比較する。処方とリスクの概念を図3

に示す。 
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② 遠隔で処方回の次回診療（対面、遠隔

を問わず）で効果測定するプロトコル。。 

③ 薬効、有害事象発生率、QOL（笑顔スケ

ール）を記録する。 

④ 詳細を本報告書内の「在宅医療向け遠

隔診療を評価するための研究プロトコ

ルの構想」に示す。図4に参考とする瀬

能研究の調査用紙を例示する。 

⑤ 診療報酬は請求する。実診療の中での

データ収集を行う。電話等再診と処方

せん発行料である。 

4)  今後の遠隔医療研究について 

① 今回調査情報から、様々な問題の所在

を感じた。ただし本論を外れ、定量的

情報でもないので、本報告書内の「今

後の遠隔医療の研究課題」に詳細を指

摘する。 

② 在宅医療に限っては、図５に在宅医療

の臨床課題を示すので、研究構想立案

の参考にすべきである。他の医療分野

と異なる問題意識が見て取れる６ 

③ 在宅患者向けの一般的な遠隔診療への

議論はこの研究（次年度臨床研究）で

一段落して、今後は個別に対象を絞っ

た現実的な研究に進むべきである。 

④ 遠隔医療研究の推進は、臨床課題だけ

でなく医療供給の政策的議論や病院管

理などの観点が欠かせないステージに

入ると考えられる。 
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なし 
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